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議 案 第 ４ ６ 号

平成３１年度土浦市後期高齢者医療特別会計予算

平成３１年度土浦市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，７６９，７９０千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

平成３１年 ３月 ５日 提 出

土 浦 市 長 中 川 清

平成３１年 月 日
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議 案 第 ４ ６ 号

平成３１年度土浦市後期高齢者医療特別会計予算

平成３１年度土浦市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，７６９，７９０千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

平成３１年 ３月 ５日 提 出

土 浦 市 長 中 川 清

平成３１年 月 日
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歳    入 （単位  千円）

本   年   度 前   年   度 比　　較

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

手 数 料

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

預 金 利 子

雑 入

　　　　　　　　　　歳　　　　入　　　　合　　　　計

第    １    表   歳  入  歳  出  予  算

款 項
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歳    入 （単位  千円）

本   年   度 前   年   度 比　　較

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

手 数 料

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

預 金 利 子

雑 入

　　　　　　　　　　歳　　　　入　　　　合　　　　計

第    １    表   歳  入  歳  出  予  算

款 項

歳    出 （単位  千円）

本   年   度 前   年   度 比　　較

総 務 費

総 務 管 理 費

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合納 付金

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合納 付金

保 健 事 業 費

健 康 保 持 増 進 事 業 費

諸 支 出 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

繰 出 金

予 備 費

予 備 費

　　　　　　　　　　歳　　　　出　　　　合　　　　計

款 項
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１．総  括

歳    入 （単位　千円）

予   算   額 構成比％ 予   算   額 構成比％

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

本   年   度 前   年   度
比　　　　較款

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
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歳    出 （単位　千円）

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

保 健 事 業 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳　　出　　合　　計

予  算  額
構成比

％ 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

款
本   年   度 前   年   度 本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源予  算  額

構成比
％

比　　較
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歳    出 （単位　千円）

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

保 健 事 業 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳　　出　　合　　計

予  算  額
構成比

％ 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

款
本   年   度 前   年   度 本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源予  算  額

構成比
％

比　　較

２　歳    入

(款)  1 後期高齢者医療保険料 (項)  1 後期高齢者医療保険料 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

特 別 徴 収 保 険 料 現年度分特別徴収 ・調　定　額　　　　　 　　  　833,778

保 険 料 予算計上率　　　　 　　　 　　100.0%

普 通 徴 収 保 険 料 現年度分普通徴収 ・調　定　額　　 　　　  　　　562,128

保 険 料 予算計上率　　 　　　　　　　　97.5%

過年度分普通徴収 ・調　定　額 　　　　　　　 　　17,946

保 険 料 予算計上率 　　　　　　　　　　45.4%

　　　 計
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(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

証 明 手 数 料 納付証明手数料 ・納付証明手数料

督 促 手 数 料 督 促 手 数 料 ・督促手数料

　　　 計
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(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

証 明 手 数 料 納付証明手数料 ・納付証明手数料

督 促 手 数 料 督 促 手 数 料 ・督促手数料

　　　 計

(款)  3 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

事 務 費 繰 入 金 事 務 費 繰 入 金 ・一般事務費繰入金

保険基盤安定繰入金 保 険 基 盤 安 定 ・保険基盤安定負担金（低所得者の保険料軽減

繰 入 金 分）繰入金

・保険基盤安定負担金（被用者保険被扶養者の

保険料軽減分）繰入金

保 健 事 業 繰 入 金 保健事業繰入金 ・保健事業繰入金

　　　 計
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(款)  4 繰越金 (項)  1 繰越金 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

繰 越 金 繰 越 金 ・繰越金

　　　 計
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(款)  4 繰越金 (項)  1 繰越金 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

繰 越 金 繰 越 金 ・繰越金

　　　 計

(款)  5 諸収入 (項)  1 延滞金，加算金及び過料 （単位　千円）

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

延 滞 金 延 滞 金 ・延滞金

加 算 金 加 算 金 ・加算金

　　　 計

(款)  5 諸収入 (項)  2 償還金及び還付加算金

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

保 険 料 還 付 金 保 険 料 還 付 金 ・広域連合保険料歳出還付金

還 付 加 算 金 還 付 加 算 金 ・還付加算金

　　　 計

(款)  5 諸収入 (項)  3 預金利子

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

預 金 利 子 預 金 利 子 ・預金利子

　　　 計

(款)  5 諸収入 (項)  4 雑入

　　　 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 　　　　　　節 　　　　　　説　　　　　　　　　明

　区　　　分 金　　額

雑 入 雑 入 ・後期高齢者健康診査業務委託金

　　　 計
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３　歳    出

（款）  1 総務費 （項）  1 総務管理費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

一 般 管 理 給 料 ・ 4人分

費 職 員

手当等

共済費

旅 費

需用費 ・ 消耗品費

・ 印刷製本費

役務費 ・ 通信運搬費

委託料 ・ 電算委託料

使用料 ・ パソコン使用料

及 び

賃借料

　 計
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３　歳    出

（款）  1 総務費 （項）  1 総務管理費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

一 般 管 理 給 料 ・ 4人分

費 職 員

手当等

共済費

旅 費

需用費 ・ 消耗品費

・ 印刷製本費

役務費 ・ 通信運搬費

委託料 ・ 電算委託料

使用料 ・ パソコン使用料

及 び

賃借料

　 計

（款）  2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項）  1 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

後 期 高 齢 負担金 ・ 負担金

者 医 療 広 補 助 　後期高齢者医療保険料納付金

域 連 合 納 及 び 　後期高齢者医療保険料延滞金

付 金 交付金 　納付金

　後期高齢者医療保険基盤安定

　納付金

　 計
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（款）  3 保健事業費 （項）  1 健康保持増進事業費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

健 康 診 査 役務費 ・ 手数料

費 委託料 ・ 後期高齢者健康診査委託料

疾 病 予 防 委託料 ・ 単独後期高齢者健康診査委託料

費 負担金 ・ 補助金

補 助 　人間ドック健診補助金

及 び 　脳ドック健診補助金

交付金

　 計
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（款）  3 保健事業費 （項）  1 健康保持増進事業費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

健 康 診 査 役務費 ・ 手数料

費 委託料 ・ 後期高齢者健康診査委託料

疾 病 予 防 委託料 ・ 単独後期高齢者健康診査委託料

費 負担金 ・ 補助金

補 助 　人間ドック健診補助金

及 び 　脳ドック健診補助金

交付金

　 計

（款）  4 諸支出金 （項）  1 償還金及び還付加算金 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

保 険 料 償還金 ・ 保険料還付金

還 付 金 利 子

及 び

割引料

　 計

（款）  4 諸支出金 （項）  2 繰出金

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

一 般 会 計 繰出金 ・ 一般会計繰出金

繰 出 金

　 計
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（款）  5 予備費 （項）  1 予備費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

予 備 費

　 計

(１) 総　括

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

平均昇給率 ％

職員数の異動状況

平成31年度予算 職員数 人
平成30年度予算 職員数 人
異動等による増減 人

前年度

扶養手当 地域手当 住居手当

比　較

区　　分 増減額

比　較

前年度

本年度

増減事由別内訳 説　　明

職員数
（人）

手　　当

退職手当
負 担 金

時 間 外
勤務手当

管理職員
児童手当

(単位　千円)

△ 500

(単位　千円)

特別勤務通勤手当

給与費明細書

職員手当等

本年度

給　　料 計
区　分

(単位　千円)
給　与　費

合　　計共 済 費

勤勉手当支給率改定

管 理 職
手　　当

職員手当等

期末勤勉
手　　当

区　分

給　 　料

人事異動等に伴う
職員構成の変動

人事異動等に伴う
職員構成の変動

その他の増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

制度改正による増減分

－ 326 －



（款）  5 予備費 （項）  1 予備費 （単位　千円）

　　　本　年　度　の　財　源　内　訳 　　　　節

　 目 本 年 度 前 年 度 比   較 　　　特　　定　　財　　源 一　　般 　区　分 金　額 　　　　　説　　　　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

予 備 費

　 計

(１) 総　括

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

平均昇給率 ％

職員数の異動状況

平成31年度予算 職員数 人
平成30年度予算 職員数 人
異動等による増減 人

前年度

扶養手当 地域手当 住居手当

比　較

区　　分 増減額

比　較

前年度

本年度

増減事由別内訳 説　　明

職員数
（人）

手　　当

退職手当
負 担 金

時 間 外
勤務手当

管理職員
児童手当

(単位　千円)

△ 500

(単位　千円)

特別勤務通勤手当

給与費明細書

職員手当等

本年度

給　　料 計
区　分

(単位　千円)
給　与　費

合　　計共 済 費

勤勉手当支給率改定

管 理 職
手　　当

職員手当等

期末勤勉
手　　当

区　分

給　 　料

人事異動等に伴う
職員構成の変動

人事異動等に伴う
職員構成の変動

その他の増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

制度改正による増減分

－ 327 －



(３) 給料及び職員手当等の状況

 ア　職員１人当たり給与  イ　初任給

 ウ　級別職員数 （級別の基準となる職務）  エ　昇給

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

6 級

4 級

6号給 （人）

前 年 度
号給数別内訳

3号給

4号給

（人）

（人）

（人）

2 級

平成30年1月1日現在

1 級

1号給3 級

5号給

5 級

計

7 級

8 級

計

（人）

2号給 （人）

6号給 （人）8 級 8　級 部　長　級

7　級 参　事　級

（％）

（人）

（人）

7 級

2号給 （人）

5 級 5　級 課長補佐級

5号給 （人）

3号給

4号給

（人）

（人）

本 年 度
号給数別内訳

3 級

区　　分

行　政　職

区　分

係　長　級

平成31年1月1日現在

1 級 1　級

4 級 4　級

6 級 6　級 課　長　級

主　事　級

2 級 2　級

 平均給与月額（円）

1号給 （人）

（人）

（人）

行 政 職 区　　　分 行 政 職
級

職員数 構成比
（人） （％）

主　幹　級

3　級 主　任　級

平成30年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 平均給与月額（円）

 平 均 年 齢 （歳）

(単位　円)

区　　　分 行政職 区　　分
行　政　職

市 国

 平 均 年 齢 （歳）

高 校 卒

大 学 卒平成31年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当

 ク　その他の手当

労働基準法に基づく時間単価

 管理職員特別勤務手当 同

 通勤手当 同

 時間外勤務手当 異

 扶養手当 同

 住居手当 同

区　　　分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

 管理職手当 同

 支給対象職員数 （人）

 国の指定基準に基づく支給率 （％）

 支給対象地域 市内全域

 支給率 （％）

区　　分
支給期別支給率  支給率計

（月分）

制度上の段階，職務の
備　　考

6月（月分） 12月（月分） 級等による加算措置

有

国の制度

本 年 度

前 年 度 有

有

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

国の制度 定年前早期退職特例措置（1年に付き最大3％加算）

支給率等

－ 328 －



(３) 給料及び職員手当等の状況

 ア　職員１人当たり給与  イ　初任給

 ウ　級別職員数 （級別の基準となる職務）  エ　昇給

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

6 級

4 級

6号給 （人）

前 年 度
号給数別内訳

3号給

4号給

（人）

（人）

（人）

2 級

平成30年1月1日現在

1 級

1号給3 級

5号給

5 級

計

7 級

8 級

計

（人）

2号給 （人）

6号給 （人）8 級 8　級 部　長　級

7　級 参　事　級

（％）

（人）

（人）

7 級

2号給 （人）

5 級 5　級 課長補佐級

5号給 （人）

3号給

4号給

（人）

（人）

本 年 度
号給数別内訳

3 級

区　　分

行　政　職

区　分

係　長　級

平成31年1月1日現在

1 級 1　級

4 級 4　級

6 級 6　級 課　長　級

主　事　級

2 級 2　級

 平均給与月額（円）

1号給 （人）

（人）

（人）

行 政 職 区　　　分 行 政 職
級

職員数 構成比
（人） （％）

主　幹　級

3　級 主　任　級

平成30年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 平均給与月額（円）

 平 均 年 齢 （歳）

(単位　円)

区　　　分 行政職 区　　分
行　政　職

市 国

 平 均 年 齢 （歳）

高 校 卒

大 学 卒平成31年1月1日現在

 平均給料月額（円）

 オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当

 ク　その他の手当

労働基準法に基づく時間単価

 管理職員特別勤務手当 同

 通勤手当 同

 時間外勤務手当 異

 扶養手当 同

 住居手当 同

区　　　分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

 管理職手当 同

 支給対象職員数 （人）

 国の指定基準に基づく支給率 （％）

 支給対象地域 市内全域

 支給率 （％）

区　　分
支給期別支給率  支給率計

（月分）

制度上の段階，職務の
備　　考

6月（月分） 12月（月分） 級等による加算措置

有

国の制度

本 年 度

前 年 度 有

有

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

国の制度 定年前早期退職特例措置（1年に付き最大3％加算）

支給率等

－ 329 －



－ 330 －
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